







Implementing the Citizenship Education Curriculum Contained within the Most Recent 
“Course of Study”(2017-2018), Part2:































































































































































































































































































項目 項目平均値 標準偏差 N
S1 2.38 0.879 76
S2 1.97 1.013 77
S3 2.64 0.976 76











S2 0.286 0.014 1.093
S3 0.148 0.200 1.097





























































































































































































項目 S1 S2 S3
S2 .320**
S3 .238* .278**








注7 Jaccard 係数 は、0か ら1の 間 の 値 で あ り、
Jaccard係数が大きいほど2つの語の共起度が高
くなる。Jaccard係数は、抽出する2つの語の共
起関係で決まるため、その2つの語が使われて
いない文章が多数あったとしても影響を受けな
い。（樋口耕一（2014）10）参照）
注8 潜在的な要因を探ることで抽出された因子分析
の結果と感想文として記述された語群関係との
対照に際しては、それぞれの持つ意味内容に十
分留意した。
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